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災害時の心のケアに関する総合的な研修内容とその効果に関する研究
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Abstract

We asked 65 sch∞ l coШselors and d血 cal psycllologlsts li宙ng h areas where a disaster has

not occurred to complete a questionnalre about postdlsaster care The■ answers indlcated

that trahhg to overcome feelings of anxiety about providing psych。 10glcal care after a

disasterお necessary Ttt prelimlnary Iぃ ′estigatlon resdted in the development Of a post

disaster training program focusing on psychological care from individuJs and support

systems Vヽe developed and conducted a workshop that incorporated post― disaster care

tralmng and found a change in pariclp狐 お'seliemcacy and an対 ety About 90 counselors

and dinical psycholojstt attended the three comprehenslve tral― g sessios that induded

dhical psycholos,reJonal planing and seismology The post― tra―g attltudes of the 64

people who partlclpated h a■ tllree sessio“ were∞mpared to the attitudes of those who

received nO tralning ・Anxiety about slpport of tlle commtullty・ vヽas reduced and seliettcacy

、vas increased in ・support for the population and consultation・  The post― disaster

psychological training was particularly effective for school counselors and clinical

psychologlsts aged 20-40 years

I 問題と目的

阪神淡路大震災,そ して東日本大震災を経て,災害後の心のケアに対する社会の関心やニー

ズがますます高まってきている。しかし,災害の際,支援者となる人たちの意識については多

くの課題が指摘されている。青木ら (2∞6)は ,358名の保健師を対象とした調査で,災害時

のヘルスケアのニーズに対する自分の役割意識に基づいて役割行動を起こすことに対して,

844%が「自信がないJと 回答し,その理由として知識不足をあげていたことを指摘している。

さらに桑田ら (2010)は ,看護師を対象とした調査で,災害看護の役割を果たす自信について

尋ねたところ, 5件法で196と低く,自 由記述では不安感や知識不足が上位を占めており,こ
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の部分に対応していく必要性について述べている。このことからも,災害が起こる前から,災

害時に支援者となる人を対象とした研修を行つていくことが非常に重要であることがわかる。

では,災害後の心のケアに関する研修内容がどのように行われているかを検証するために,

国立情報科学研究所のNⅡ論文情報ナビゲーター (CiNii)で ,「災害」,「研修」,そ して「ここ

ろ」「心Jも しくは「心理」のキーワードで検索をしたところ,「きのケアJに関する論文は10

論文となった。この中で,冨永ら (2009)は,中国四川大地震の際に専門家や大学院生など約

350名 を対象とし,災害後の心理やストレスマネジメントなどの内容で構成された3日 間の研

修を行っている。その結果,心のケアに関する知識が有意に上昇したことを明らかにしている。

また福岡 (21X15)は ,イ ンド洋大津波の被災地で教師カウンセラーを対象とし,理論,技法実

習,質疑応答 (事例検討)で構成した12日 FF5の研修を行っている。織田島ら (2006)は ,教師

を対象とし,心のケアに関する講義やセルフケアが含まれた2日 間の研修を実施している。

Zagurski,et al(2005)は ,災害後の対人援助職の研修では,視覚的学習 (ス ライドによる講義)

と聴覚的学習 (討論や質疑応答)と筋運動感覚的学習 (エクササイズやロールプレイ)をバラ

ンスよく構成する必要性について指摘している。このことからも,心のケアに関する理論や実

技をバランスよく取り入れた研修を行う必要性があることがわかる。

また,Barton(1969)は ,災害とその被災者の予後を評価するために,①衝撃の範囲 (地

理的,あ るいは被災者の数),②発生のスピード (突然,緩徐,慢性的),③衝撃の期間 (エピ

ソードが繰り返される場合),④コミュニテイ内の準備状態の4つの要因について検討しなけ

ればならないとしている。つまり,災害発生前にいかにコミュニテイの中に災害時に備えた体

制を構築しておくかが重要であることがわかる。被害が広域にわたる大規模災害では,事前に

十分な体制を整えておかなければ,心のケアを提供する支援者側に混乱が起き,支援のスター

トの遅れが生じやすくなるだろう。しかし,地方では心のケアを担う支援者 (特に臨床心理士)

の数は限られている。そのため,行政と民間といつた様々な地域のリソースが協働して,災害

時に心のケアを進めていく必要性が指摘されている (小林ら,2010)。 そうした意味でも地域

の準備状況に応じた研修内容も求められていると言える。

また,先述したような看護師や保健師では災害支援lltの不安については指摘されているもの

の,臨床心理士やカウンセラーがどのような不安を抱えているかについては明らかにされてい

ない。被災者支援の未経験者の不安,そ してニーズを把握することは,研修そのものに高い意

欲を持ってもらいやすくなる可能性が高い。こうしたことからも,災害時の心のケアに関する

研修内容には, どういつた知識や技術を身につけたいと考えているかという未経験者の視点や,

地域の実情をふまえた研修内容で構成する必要がある。また冨永ら (2009)は ,心のケアに対

する自己効力感などを用いて研修参加者の効果を検討する必要性についても指摘している。そ

のため,研修内容の検討だけでなく,その効果についてエビデンスに基づいて検証する必要が

ある。

そこで本研究では,①災害が発生していない地域に住む臨床心理士やスクールカウンセラー

を対象とし災害時の心のケアに関する不安や抵抗感,そ して学びたいと考えている研修内容を

明確化し,②その研修内容を取り入れた研修会を実施し,被災者支援に関する不安や自己効力

感の変イヒを明らかにした。



災害時の心のケアに関する総合的な研修内容とその効果に関する研究      79

I 予備調査

1 目的
臨床心理士やスクールカウンセラーと対象とし,被災者支援に対する不安や抵抗感,そ して

学びたいと考えている研修内容を明らかにした。

2 方法
(1)手続き

アンケート調査は,2009年 12月 から2010年 2月 に行われ,研修会で本調査の目的を口頭で伝

え,参加者に協力を依頼した。そのため回収率は100%であつた。

(2)対象者

A県内に住む臨床心理士,お よび臨床心理士ではないがスクールカウンセラーとして勤務し

ている65名であつた。性別は,男性145%,女性815%であつた。lil床経験年数は,1年未満

が47%, 1～ 3年未満が63%, 4～ 6年が250%, 7～ 9年が109%,10～ 12年が172%,13

～15年が78%,そ して16年以上が281%であつた。

(3)調査内容

対象者には「災害後の心のケアに関して, どのような知識や技術を身につけたいと考えてい

ますか ?」 ,「災害後の心のケア活動に対して, どのような不安,も しくは抵抗感があるかを詳

しく教えてください。Jについて自由に記述してもらった。記述はK」法を用いて分析を行つた。

3 結果および考察
(1)災害支援に関して身につけたい知識や技術

災害支援に関して身につけたい知識や技術として,臨床心理± 2名によるKJ法により14個

のカテゴリーが抽出された。その中で,最 も多く挙げられたのは,何をどうやって支援を行え

ばよいかといった「具体的な活動内容 (12件 )」 であった。次いで,対象者の年齢,時期など

の状況を考慮したアプローチの方法に関する「被災者へのアプローチの方法」は9件,と なっ

た。他にも「支援者としてのあり方 (3件 )」「集団を対象としたスキル (3件 )」 などがあげ

られた。まずは自分がどこで,何をやるかという活動の枠組みについて理解したいという要望

があげられた。次に,ス トレスマネジメントや心理教育といつた具体的なケアの方法について

広く知識を得ることや,体制や連携などの方向性についても理解したいと望んでいることが示

された。

(2)被災者支援に対する不安や抵抗感

被災者支援に対する不安や抵抗感に関する自由記述回答は, 1記述 1件とし,K」 法により

カテゴリー化した。55名から78件が得られ,臨床心理± 2名による分類の結果,10つのカテゴ

リーとなった (表 1)。
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表 1 災害時の心のケア活動に関する不安について (K」法)

件

泊 分や家族の状測 こ係わる↑茸

e述 例)自 分の家族や家が.む配(親が一人なので)
1自身も被災した場合、,,静でいられ|■ 気ヽがする。

自分が被紐 なった場合、「こころのケア活動」に、果たして参力]で:自分0家力集、子どもな まず守らねばならないと考えていその 4

´
　

　

一

２

一

一
　

一

一
　

一

¨
　

¨

見出された10つのカテゴリ,のうち最も多かったのが,家族人として家族のケアと並行して

支援が出来るのか,災害後に自分自身が冷静で入れるかなどが含まれた「自分や家族の状況に

係わる不安」(18件)であった:次いで,知識不足,経験不足による不安である「経験・知識

がないゆえの不安」(14件), さらに具体的な活動内容や, どの命令系統に関わるのかわからな

い不安といつた「活動の枠組みがないことへの不安」(12件),具体的な場面での対応方法のわ

からなさによる不安である「具体的な場面で対応できるかどうかの不安」(10f4)と なった。

また,「支援活動そのものへの懐疑的な見方 (6件 )」「被災者を傷つけてしまうのではないか

という不安 (6件 )」「自身の傷うきに対する不安 (5件 )」 などもあげられた。

以上のことから,被災者支援に関する不安や抵抗感をふまえると,研修内容で扱う必要があ

る内容は,大きく「被災者への関わり方」と「活動の枠組み」)であると言える。まずは,被災

者へのアプローチに関連する理論,心理教育やストレスマネジメントなどの理論,そ して個別

もしくは集団を対象にしてどのようにアプローチするとよいのかについて具体的な対応方法を

学ぶことがあげられる。そして,臨床心理学の知識だけでなく, どこでどのように動けばよい

か, さらに支援者を支える要素も含んだ支援体制も含まれた「活動の枠組み」の提示である。

これは地域や組織の実情に応じて変わるものであるが,災害が起こる前にこうした活動内容や

体制を整備し,あ らかじめ臨床心理士に伝えておくことが,被災者支援に対する不安を低減す

るために必要であると言える。

10

10
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Ⅲ.被災者支援に関する研修効果について

1 研修会の概要

(1)研修内容

研修会は計 3回で構成された。研修内容は予備調査の結果を基に,臨床心理学的な知識だけ

でなく,災害に関する知識や,A県の行政担当者による地域での心のケアに関する計画の解説

を組み込み,活動の枠組みに関する内容も含めた。また,Barton(1969)の指摘にあるよう

にすべての回で演習を取り入れ,体験的に学べるよう工夫した (表 2)。

表2 研修内容について

【第1回 (2010年 5月 )】

・東海地震の現状と防災に関する基礎知識 (防災を専門とする大学教員による)

・災害後の心身の反応

・演習「心理教育 (集団への支援の実習)」

【第2回 (2010年 6月 )】
・支援者のメンタルヘルス

ストレスマネジメント

・演習「ストレスマネジメント実習」

【第3回 (2010年 8月 )】
・行政の支援体制 (A県行政担当者による)
・被災地の状況とA県士会の体制
・PFAに基づく支援
・演習「被災者への関わり方実習」

(2)参加者

第 1回が105名 ,第 2回が鈍名,第 3回が90名であり, 3回すべての研修に参加した人は,

64名であつた。

2 評価方法
(1)研修会の評価

毎回の研修会終了後に,「わかりやすい内容であつた」「新しい知識や考え方,技術が身につ

く内容であつた」「内容の難易度は妥当であつた」および「総合的に判断して,満足のいく内

容であつた」に関して,「とてもそう思う」から「まったくそう思わない」の5段階で尋ねた。

3回 目のアンケートにはさらに「研修会は,全体的に満足のいく内容であつた」と「心のケア

に関する研修を今後も定期的に行う必要があると思う」の2項目を追加し,同様に回答を求め

た。

(2)研修効果測定に関するアンケート調査

1)手続き

研修を受けた参加者 (受講群)には,研修会で本調査の目的を回頭で伝え協力を依頼し,第

1回研修会の冒頭にPREテ ストを,第 3回研修会の最後にPOSTテ ストを行つた (回収率は
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100%)。 非受講群は,調査協力が得られた臨床心理士やスクールカウンセラーに対して郵送法

により調査を行つた (回収率は平均80%)。 アンケート調査は,PREテストを2010年 4月 から
2010年 5月 に,POSTテストは2010年 8月から9月 にかけて行つた。
2)調査内容
①被災者支援に対する不安え度

予備調査の結果から20項目が収集され,最終的に尺度の項目を17項目とした。各項目につい

て,「 とてもそう思う」から「まったくそう思わない」までの5段階で回答を求めた。

②被災者支援に関する自己効力感尺度

冨永ら (2009)の知識凡度や予備調査から得られた30項目について内容的妥当性に関する検

討を行い,最終的に尺度の項目を27項 目とした。各項目について,「十分にできる」から「まら

たくできない」までの5段階で回答を求めた。

③STAI(清水・今栄,1981)

特性不安に関する20項 目について,「 しよつちゆう」から「ほとんどない」までの4段階で

回答を求め,合計点を算出した。

④特性的自己効力感尺度 (成田・下仲 中里・河合 佐藤・長田,1995)
本尺度は 1因子23項 目からなり,「そう思うJか ら「そう思わない」までの5段階で回答を

求め,合計点を算出した。

3)回答者
アンケートの解析には受講群,非受講群共に2回の調査において,尺度のすべての項目につ

いて回答している人の回答を用いた。そのため,解析に用いたのは受講群が54名 ,非受講群が

71名 となった。回答者の属性は,20代受講群85%,非受講群259%,30代受講群197%,非受
講群Zl%,40代受講群282%,259%,50代 受講群268%非受講群185%,60代受講群128%,
非受講群56%,70代以上受講群28%非受講群0%,不明が受講群で14%であった。

3 結果および考察
(1)研修会の評価

参加者からの評価で,「とてもそう思う」「少しそう思う」と答えた回答者の割合を表 3に示

す。

表3 研修会ことの参カロ者の評価

1 第1回 : 第2回 1 第3回

りやすい 990 1 1000 1 966 ６

　
６

８

　
６

９

　
９975  1  1000

975  ,  944
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知識や技術が身につくと答えた人は,いずれも92%以上, また「満足のいく内容であつた」

という質問に対しても97%以上であり,高い評価を得た。

また, 3回の研修会を通した満足度を尋ねたところ,「 とてもそう思う」「少しそう思う」と

答えた人は977%であつた。また継続して心のケアに関する研究会を行う必要があると答えた

人も977%にのぼり,参加者は研修会に対する満足感の高さと同時に必要性も感じたと考えら

れる。このように実習も取り入れ,かつ臨床心理学的な知識以外の領域も含めた総合的な心の

ケアに関する研修内容が,参加者において高く評価されていたことが示された。

(2)研修効果の測定に関するアンケート調査

1)尺度の作成

①被災者支援に対する不安尺度の作成

最尤法によるプロマックス回転で因子分析を行つたところ, 2因子が抽出された。支援がで

きるかどうかを不安に感じる項目が含まれる「支援活動への不安」(11項 目′=90), 自分の

体力や家族を心配する項目が含まれる「自分自身の状況への不安」(5項目′=65)であつた

(表 4)。

表4 被災者支援に対する不安尺度

1支援活髄への不安  (11項目。=00)

1自
分はこころのケア活動に関する知識が足りないため、自分力1適切なケアができるかどうかと思う 38  -12

33  -18自分が、被災した方にどのように接していいのかと思う

自分がどのような役割を旦えばよいのだろうと思う

自分が災害時での支援経験がないため、ケアができるかどうかと墨う

自分が、被災した方 の々年齢や時期に応じたケアができるかどうかと思う

自分が役立つのかと思う                                68

自分が、活動麺 切に手際よくこなしていけるのだろうかと思う                 56
自分が組織的に動くノウハウ柳 らないため、自分の活動によつてチームの足をひっぱつてしまわな 56

82

75

73

拍
“
仙
ｍ̈
″
16

いかと思う

自分がどのような指揮命令系統で活動していけばよいのだろうかと思う             47  13
自分が被災者となつた損合、自分が落ちついた関わりができるかどうかと思う           44 26
自分が何気なく発したことばで、被災した人補 つけてしまうのではないかと思う         33 13

‖自分自身の状況への不安 (5項 目α=65)

自分の体力がもつかどうかと思う
-06  63

ケア活動を通して、自分自身力t傷つかないかどうかと思う                   -12 59
自分がこころのケア活動をすることで、自分や家族のケアができなくなるのではないかと思う    -02 4フ

自分も被災した場合、ケアする側になれないのではないかと思う 25   40

災害後のこころのケアが、自分の本来の仕事と両立できないのではないかと思う         06 38

因子間相関  1    56

次に, 2因子解での因子的妥当性を検証するため,塚脇ら (2009)と 同様に各因子から負荷

量の高い上位 3項 目を選択しAmosに よる確証的因子分析を行つた。その結果,GFI=932,

AGFI二 882,CFI=979,RMSEA=077と なり,モデルのあてはまりが良いとするRMSEAが 05
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以下 (豊田,2007)に収まっていなかったが,CFIが 90以上となり説明力のあるパス図と考

えられることから, 2因子構造で問題ないことが確認されたもさらに構成概念妥当性として,

STAI(清水ら,1981)の特性不安との相関係数を算出したところ,「支援活動への不安」はr=42

0く 01),「 自分自身の状況への不安」はr=290く 01)であった。以上の結果から, この尺
度を「被災者支援に対する不安尺度」とし, 2因子のそれぞれの項目の合計点を算出し,項 目

数で割つた平均値を算出した。次に,各回答者のPOSTテ ストの平均値からPREテ ストの平

均値の得点を引いた差 (こ れを効果得点とする)を求め, この効果得点を用いてその後の解析

を行つた。

②破災者支援に関する自己効力感え度の作成

最尤法によるプロマックス回転で因子分析を行つたところ, 4因子が抽出された。因子は,

「コンサルテーションおよび集団べの支援」(10項目′=95),「個別ケア」(6項 目″=92),「セ

ルフコントロール」(5項 目´=85),「リラックス法実技」(2項 目´=96)であった (表 5)。

表5 被災者支援に対する自己効力感尺度

l.■し

“

リテ→ ョンおよ0●ロヘの支■」(10項 目α=05)

25  :  09    09

14  '  05    21

対応することができる

‐
災害後に、ポラオ イアと連携し、子どもの集団遊びについて指導助言け ることができる

生活支援を薔本にした、遣族の心理支援ができる

:11「セルフコントロール」(5項目。=85'

05    100 1 -06   -14

12  ‐  67  1  03  1  08

27     00  '  07    -05

26  1  41  1  07  .

自分の感情をセルフコントロールすることができる -10 1  03     90     01

.07 -.13 L76 -.14 '.

, --.16 .21 | .70 : .tO

11    -16    65    -12

10  1  :04 64    11

-04

03

, 111

102

-09   -00

-10   -o5

因子間相関   皿1 57 . 04
Ⅳ   07    ●0

‖ 「口劇ケア」(0項目α=02)
1再体験が●位な子どものカウンセリングができる                        1 02  107  -J41 -101  02    107   -14   -10

回避が強い子どものカウンセリングができる

どんな人ともうまくやつていくこと力
'で
きる
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次に, 4因子解での因子的妥当性を検証するため,塚脇ら (2009)と 同様に各因子から負荷

量の高い上位 3項 目を選択しAmOsに よる確証的因子分析を行った。その結果,GFI=982,

AGFI=952,CFI=983,RMSEA=053と なり,不安尺度と同様の基準で 4因子構造である

ことが確認された。さらに構成概念妥当性として,特性的自己効力感尺度 (成田ら,1995)と

の相関係数を算出したところ,「ョンサルテーシヨンおよび集団への支援Jr=270く 01),「個

別ケア」′=23いく01),「セルフコントロール」′=430く 01),「リラックス法実技」r=28

0く 01)であつた。

以上の結果から, この尺度を「被災者支援に関する自己効力感尺度」とし,不安尺度と同様

に解析を行つた。

2)研修による被災者支援に対する不安の変容

効果得点を従属変数,群 (受講群および非受講群)お よび年代を独立変数とした2要因分散

分析を行つた (表 6)。

表6 被災者支援に関する不安に対する研修効果について

年代 N
支援活動   自分自身の状況

MEAN    SD    MEAN    SD
受講群 20代 6  -91   69   -13   67

30+t  9   -114      51      -24      89

40ft 18   -77      59      -14      79
50+t 17   -53      69      -07      68
60代  7   -01      58      09      71

非受講群 20代 14 -07   41   -03   59
30代 13  19   70   43   59
401ヽ  14    05       49       27       48
501t 10   -09      52       08       49
60代 3 -79  67  -20  20
群       1742淋 *      220

年代 037

交互作用      536林オ
023
1

***ρ
〈001

その結果,「支援活動への不安Jにおいて交互作用で有意な差が認められた C(4,101)=536,

ρく001)。 その後の検定を行つたところ,20,30,40代において非受講群よりも受講群の方が

被災者支援に対する不安が有意に低減していたことがわかつた。しかし,「 自分自身の状況
ヘ

の不安」について,交互作用および主効果でも有意な差は認められなからた。これは, 自分自

身の状況は研修内容とは関係がないことから,研修で変化が見られなかったということは妥当

な結果と言えよう。

3)研修による被災者支援に関する自己効力感の変容

効果得点を従属変数,群 (受講群および非受講群)お よび年代を独立変数とした2要因分散

分析を行つた (表 7)。

群
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表7 被災者支援に関する自己効力感に対する研修効果について

コンサ ルテ
ー
ン : セルフコントロール   リ

"ク
ス法実技

その結果,「コンサルテーションおよび集団への支援」において交互作用で有意な差が認め

られ C(4101)=378,pく 01),20,30,40代において受講群の方が被災者支援に対する自己効

力感が研修により上昇していたことがわかった。また「リラックス法実技」と「セルフコント

ロールJでは交互作用は認められなかったものの,群の主効果が有意であり,受講群において

上昇したことがわかった。しかし,「個別ケア」では,交互作用および主効果でも有意な差は

認められなかった。「個別ケア」は臨床心理士やカウンセラーが日常業務として行っているこ

とであるため,特に研修効果が認められなかったと考えられる。一方で,災害時の他職種への

コンサルテニションや集団への支援というのは実際に支援を行わなければ経験しにくいために,

研修で学び実際にやってみたことで自己効力感の上昇につながったと考えられる。

Ⅳ まとめ
本研究では,災害後の心のケアに関する不安や研修ニーズをふまえ, さらに地震学や行政の

心のケア計画なども含めた総合的な研修を行った。その研修後に,「支援活動への不安」が低

減しただけではなく,「 コンサルテーションおよび集団への支援」において自己効力感が上昇

した。特に20,30,40代 の年代で効果が顕著であり,若い臨床心理士やカウンセラーにおいて

災害時の心のケアに対する研修効果が認められた。桑田ら (2010)は ,不安感と知識不足に対

応していく必要性を指摘しており,本研究ではその問題をクリアした研修内容であったと言え

る。これまでの先行研究ではストレスマネジメントやリラックス法実技の演習 (例えば,冨永

ら,2009)が組み込まれていた。冨永ら (2010)は,災害から数力月感は少しでも安全感・安

心感を回復するためにトラウマ体験の早期ではなく, トラウマ反応やストレス反応への望まし

い対処の提案が重要であると述べている。そのため,本研究では被災者への心理教育や,面接

といった実際の場面を想定して, どう対応すればよいかをグループで考え,実際にや?`みる

(提案する)こ とを行つた。このことなどが, 自己効力感の上昇につながったと考えられる。

また今回の研修は震災が発生した後の研修ではなく, まだ発生していない地域で行っていたこ

とから,支援のリアリテイを参加者に意識してもらうためにも必要な内容であったと考えられ

る。

また,今回の研修は,地震学の専門家の話や,行政の担当者による行政の支援体制の解説も

含めた総合的な研修であった。参加者からの感想に,「最初の地震の知識がとてもよかったで

N
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す。具体的に正しい情報が入るというのは安心にうながるという体験をしました。」,「地震災

害について色々な見地を入れた講義で,心のケアに片寄らず,背景をFHkま えて体系的に俯蹴で

きた」とあつた。大規模災害では,被災地の支援者は,支援者である前に被災者でもある。そ

のため,大規模災害が起きた時に地域がどのような被害を受けるかを事前に知っておくことは

必要であり,こ のように災害時の心のケアの研修に組み入れていくことが重要であると言えよ

う。また不安としてあげられたカテゴリーの中に, どのような体制で動けばよいのかという不

安や,支援者自身の傷つきおよびフォロー体制への不安があげられていた。斎藤 前田 (2004)

でも,救護者の心のケアのために望まれる体制として「明確な指示と役割分担Jや「心のケア

の場所が設けられていること」などをあげている。このことからも,地域の防災計画に基づい

たメンタルヘルスに関する支援がどのように行われるかを理解しておくことは,支援者として

自分がどのように活動するのかを知ることにつながる。災害時の支援活動に対する不安を低減

できたことは, こうした実際の支援において重要な関連領域の研修内容を含めたことも大きな

要因であると考えられる。東日本大震災以降,第 4次被害想定の見直しなどもあり,全国的に

災害への備えを行うことが急務となっている。心のケアに関する準備も同様に進めていく必要

がある。そのためには,本研究のような研修会を定期的に行つていくだけではなく,災害が発

生する前から支援者による支援体制の組織を事前に整えていくことも必要であろう。
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